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1 アンケート調査の実施 

(1) 目的 

公益社団法人東京湾海難防止協会では、「東京湾湾口海域における海上

交通整流方策」（※１）及び「東京湾等における荒天時の走錨等事故防止

対策」（※２）について、それぞれ学識経験者、海事関係者及び関係官庁

から構成する検討会又は委員会を設置して検討を行い、その結果を報告書

として取りまとめ、第三管区海上保安本部に対して提言した。 第三管区

海上保安本部では、これら報告書の提言に基づいた諸対策を実施している

ところである。 

  今回のアンケート調査は、第三管区海上保安本部の及び（４）に示す各

海事関係団体の協力を得て、東京湾を利用する船長を対象として、東京湾

湾口における海上交通の整流方策に関する評価及び東京湾湾口に接続す

る茨城県から静岡県に至る沿岸航路筋における整流化の必要性について

調査するとともに、東京湾における荒天時の走錨事故防止対策がどのくら

い理解され、かつ、実行されているかを検証し、今後の海上交通の安全対

策に活用するために実施したものである。 

 

(2) 実施期間 

       ２０２０年１２月～２０２１年１月 

 

(3) 実施方法 

アンケートを日本語及び英語で作成し、（４）の各海事関係団体に対し、

アンケート調査の協力依頼をメールにて行い、東京湾を利用する船舶の船

長にメール等で配信してもらい、回答を原則メール（FAX 及び郵送でも可）

により回収した。（アンケートについては資料１参照） 

 

(4)海事関係団体  

  一般社団法人 日本船主協会 

  一般社団法人 日本旅客船協会 

  一般社団法人 日本外航客船協会 

  日本内航海運組合総連合会 

  外国船舶協会 

  日本船舶代理店協会 

外航船舶代理店業協会 

 

※１ 東京湾湾口海域における海上交通整流方策検討会 

東京湾湾口海域は、東京湾に出入りする船舶が集中し、かつ、交通流が錯綜するなど、

潜在的に海難発生の危険性が高いふくそう海域である。このようなふくそう海域における

海上交通の安全を図る上で、船舶交通流を整流化することは大変重要な対策の一つである。 

 このため、学識経験者、海事関係者及び関係官庁で構成する標記検討会を設置し、東京

湾口海域における船舶の通航状況を踏まえた船舶交通流の整流化について検討を行い、平

成３０年３月、東京湾口海域におけるバーチャル AIS 航路標識（V-AIS 航標）を活用した

南北交通流分離方式による海上交通の整流方策を取りまとめた。 

 

 ※２ 東京湾等における荒天時の走錨等に起因する事故防止対策検討委員会 
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平成３０年９月、台風２１号の来襲時、関西国際空港周辺海域で錨泊中のタンカーが走

錨により同空港の連絡橋に衝突し、空港へのアクセスが遮断されたことにより、人流・物

流に甚大な影響をもたらす事案が発生した。 

 このため、学識経験者、海事関係者及び関係官庁で構成する標記検討委員会を設置し、

東京湾の地域特性、走錨等に起因する事故の実態等を踏まえた走錨事故防止対策について

検討を行い、令和２年６月、官民一体となった基本的な走錨防止対策及び法的規制を含め

た各重要施設周辺海域毎の対策を取りまとめた。 

 

2 アンケート調査の基礎情報にかかる集計結果  

(1) 回答者の属性（総トン数、船籍及び船舶の用途）  

① 総トン数、船籍  

アンケート調査の結果、東京湾を利用する 411 隻の船舶の船長から回

答を得た。このうち日本籍船は 247 隻、外国籍船は 164 隻である。なお、

日本籍船の中には外国人船長の 63 隻が、外国籍船には日本人船長の 15

隻が含まれている。表 2-1-1 は総トン数及び船籍別に集計したものであ

る。総トン数別で見ると、総トン数 10000 トン以上が 241 隻と全体の約

60％を占めており、特に外国籍船にあっては回答者がすべて総トン数

3000 トン以上の船舶の船長であり、総トン数 10000 トン以上が約 90％を

占めた。 

       

             表 2-1-1 総トン数、船籍別     全 船（単位：隻） 
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② 総トン数、船舶の用途 

総トン数及び船舶の用途別に集計した結果を表 2-1-2、表 2-1-3、2-1-4

に示す。船舶の用途別の回答者は、油タンカー101 隻、自動車運搬船 71

隻、一般貨物船 61 隻、ガスタンカー57 隻、コンテナ船 35 隻、旅客船 5

隻の順に多かった。また、その他の用途の船舶 81 隻の船長から回答があ

ったが、その中で総トン数 10000 トン以上の船舶が 66 隻あり、このうち

バルクキャリアが 55 隻、次いでケミカルタンカーが 7 隻であった。 
 

  表 2-1-2 総トン数、船舶の用途別      全  船（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  表 2-1-3 総トン数、船舶の用途別     日本籍船（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-1-4 総トン数、船舶の用途別     外国籍船（単位：隻）  
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(2) 回答者が乗船する船舶の装備  

① 推進器 

総トン数及び装備している推進器別に集計した結果を表 2-2-1、表

2-2-2、表 2-2-3 に示す。FPP（固定ピッチプロペラ）が 301 隻あり、全

体の 73％を占め、特に、総トン数 10000 トン以上の船舶の割合が大き

かった。また、CPP（可変ピッチプロペラ）が 86 隻 21％、その他が 15

隻 4％であった。 

 

表2-2-1 総トン数、装備している推進器別  全  船（単位：隻）  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-2-2 総トン数、装備している推進器別  日本船籍（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-2-3 総トン数、装備している推進器別   外国船籍（単位：隻）  
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② 補助推進器  

総トン数及び装備している補助推進器別に集計した結果を表 2-2-4、

表 2-2-5、表 2-2-6 に示す。全体の 70％にあたる 287 隻（日本船籍 192

隻、外国籍船 95 隻）がバウスラスターを装備している一方、スタンスラ

スターを装備している船舶は 10 隻 2％と少なかった。また、補助推進器

なしは、124 隻（日本籍船は 55 隻、外国籍船は 69 隻）で、全体の 30％

を占めた。（複数回答可） 

 

表2-2-4 総トン数、装備している補助推進器別 全  船（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-2-5 総トン数、装備している補助推進器別 日本籍船（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-2-6 総トン数、装備している補助推進器別 外国籍船（単位：隻）  
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③ 搭載航海計器  

総トン数及び搭載している航海計器の搭載別に集計した結果を表

2-2-7、表 2-2-8、表 2-2-9 に示す。AIS は、回答を寄せた 99％にあたる

406 隻（外国籍 164％100％）が搭載しており、これら船舶のほぼ 100％

が AIS 対応レーダーも装備していた。また、AIS 対応電子海図を装備し

ている割合も 80％あった。 

 

表2-2-7 総トン数、搭載している航海計器別           全  船(単位：隻)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-2-8 総トン数、搭載している航海計器別           日本船籍（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-2-9 総トン数、搭載している航海計器別           外国船籍（単位：隻） 
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④ 錨の種類  

総トン数及び装備している錨の種類別に集計した結果を表 2-2-10、表

2-2-11、表 2-2-12 に示す。錨の種類は、AC14 型が 276 隻 67％、JIS 型

が 129 隻 31％、その他が 5 隻 1％であった。 

 

表2-2-10 総トン数、装備している錨の種類別   全  船（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-2-11 総トン数、装備している錨の種類別  日本籍船（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-2-12 総トン数、装備している錨の種類別  外国籍船（単位：隻）  
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⑤ 保有錨鎖節数  

総トン数及び保有錨鎖節数別に集計した結果を表 2-2-13、表 2-2-14、

表 2-2-15 に示す。日本籍船については、5000 トン未満の船舶の多くは

片舷 7 節から 9 節を保有しており、総トン数 5000 トン以上の船舶の多

くは片舷 10 節以上保有している。外国籍船については、総トン数 10000

トン以上の船舶の船長からの回答が多かったことから、片舷 10 節以上

を保有している船舶の割合が 95％であり、総トン数 10000 トン以上に

あっては、未回答を除くと 100％であった。 

 

表2-2-13 総トン数、保有錨鎖節数別           全  船（単位：隻）           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-2-14 総トン数、保有錨鎖節数別           日本籍船（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-2-15 総トン数、保有錨鎖節数別            外国籍船（単位：隻） 
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(3) 東京湾における通航経験  

総トン数及び東京湾通航経験（入出湾１セットで 1 回と計上）別に集計

した結果を表 2-3-1、表 2-3-2、表 2-3-3 に示す。全体として、総トン数 10000

トン以上の船舶については、30 回以下の回答が多かったものの通航経験の

各回数の項目の数字にばらつきが見られ、顕著な特徴は認められない。日

本籍船については、51 回以上と回答した船舶が 127 隻で 50％を占め、そ

の中で総トン数 5000 トン未満の船舶が 104 隻で 80％を占めている。これ

ら集計結果から、今回のアンケート調査では、特に日本船籍において、東

京湾の通航経験が比較的豊富な船長から回答が多く寄せられたものと考

えられる。 

 

表2-3-1 総トン数、東京湾通航体験別              全  船（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-3-2 総トン数、東京湾通航体験別               日本籍船（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-3-3 総トン数、東京湾通航体験別                             外国籍船（単位：隻） 
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3 バーチャル AIS 航路標識（V-AIS 航標）設置による海上交通整流方策に関す

るアンケート調査の集計及び分析  

(1) V-AIS 航標設置による海上交通整流方策への認知度  

問１ 東京湾湾口に V-AIS 航標が設定され入出湾が分離されたことはご存じで

すか？ 

本問は、東京湾を利用する船長の V-AIS 航標設置による整流方策に対する

認知度を検証するものである。表 3-1-1、表 3-1-2 及び表 3-1-3 は、総トン数

及び整流方策認知度別に集計した結果を示すものである。表 3-1-1 を見ると、

「知っている」が 361 隻、「知っているが、詳しい内容は知らない」が 34 隻

であり、合計すると 395 隻となり、回答者の 96％が知っており、東京湾湾

口における V-AIS 航標設置による整流方策への認知度は高いと言える。 

表3-1-1 総トン数、整流方策認知度別     全  船（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

表3-1-2 総トン数、整流方策認知度別     日本船籍（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

表3-1-3 総トン数、整流方策認知度別     外国籍船（単位：隻） 
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(2) V-AIS 航標の利用状況 

問２ 東京湾湾口周辺を航行する際の通常のコースラインを下図に記載してくだ

さい。 

V-AIS 航標の利用状況を検証するため、上記質問により、東京湾湾口周辺

を航行する際の通常のコースラインの記載を求めた。全体の 72％にあたる

296 隻から回答が寄せられ、これら航跡を同一図面上に転記したところ、図

3-2-1 のとおりとなり、整流方策が理解され利用されている状況にあると言

える。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-1 東京湾湾口周辺の航行状況（自己申告）7 
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(3) V-AIS 航標設置による安全性向上に対する評価  

問 3 東京湾湾口海域が整流されたことにより、安全性の向上に効果があるか 

本問は、V-AIS 航標設置による整流方策が船舶航行上の安全性の向上に効

果があるかについて検証するものであり、表 3-3-1、表 3-3-2、表 3-3-3 は、

総トン数及び同安全性の向上に関する評価別に集計した結果を示したもので

ある。 

  表 3-3-1 を見ると、「向上している」が 261 隻、「やや向上している」が 122

隻で、合計 383 隻となっており、安全性が向上したと評価している回答が全

体の 93％を占めている。特に、外国籍船においては、164 隻中 160 隻 98％

にも上る。 

  一方、「変わらない」が 17 隻、「向上していない」が 2 隻で、合計 19 隻 5％

が否定的な評価をしている。なお、未回答は 9 隻 2％であった。 

 「変わらない」又は「向上していない」と回答した 19 隻のうち、日本籍

船は 17 隻であり、総トン数 8000 トン未満の船舶の船長であった。 

 

  表 3-3-4 は、「変わらない」又は「向上していない」と答えた船長に対し、

その理由について自由記述形式で回答を求めた結果をまとめたものである。

14 隻の船長から回答が寄せられた。それらの中には、漁船、遊漁船の活動及

び AIS を搭載していない内航船の航行形態が V-AIS 航標設置による整流方策

の安全性向上を阻害しているという意見もあり、同意見を今後の一つの課題

として認識する必要があるものと考える。 

 

  また、表 3-3-5 は、同じく「変わらない」又は「向上していない」と答え

た船長に対し、安全性の向上策について自由記述形式で回答を求めた結果を

まとめたものである。25 隻の船長から回答が寄せられた。全体としては安全

性向上の評価について肯定的である総トン数 10000 トン以上の船舶から、内

航船の航法順守、衝突予防のための基本的事項の励行、東京湾海上交通セン

ターへの要望、交通分離スキームの改善などを求める意見が寄せられた。 

 

表3-3-1 総トン数、船舶航行上の安全性の向上に関する評価別  全  船（単位：隻）  
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表3-3-2 総トン数、船舶航行上の安全性の向上に関する評価別  日本船籍（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3-3-3 総トン数、船舶航行上の安全性の向上に関する評価別  外国船籍（単位：隻） 
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問 4 ➀ 問３で「変わらない」又は「向上していない」に回答した方にお伺いします。「変わらな

い」又は「向上していない」理由についてお聞かせください 

 

表3-3-4 「変わらない」又は「向上していない」理由                            （単位：隻）  
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問 4 ② 問３で「変わらない」又は「向上していない」に回答した方にお伺いします。どうすれば

安全性が向上するか、意見があればお聞かせください。 

 

表3-3-5 安全性を向上させる方策                                        （単位：隻）  
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(4) V-AIS 航標設置による整流方策の改善点について  

問５ 東京湾湾口にV-AIS航標を設定したことに関して、改善が必要な問題等が

あれば記載して下さい。 

表 3-4-1 は、東京湾湾口における V-AIS 航標設置に関して改善が必要な問

題等について自由記述方式により回答を求めた結果をまとめたものである。 

  全対象船舶 411 隻のうち、34 隻が何らかの改善の必要性、或いは、問題点

等を掲げており（377 隻が回答なし）、そのうち 22 隻が総トン数 10000 トン

以上の船舶の船長であった。それら意見の中には、5 隻と少数ながら V-AIS

航標設置により整流される海域の拡張を求めるものがあった。 
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問５ 東京湾湾口に V-AIS 航標を設定したことに関して、改善が必要な問題等

があれば記載して下さい。 

表3-4-1 東京湾湾口における V-AIS 航標設置に関して改善が必要な問題等について自由記述  
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(5) 東京湾外における V-AIS 航標設置による海上交通整流方策の必要性  

★東京湾外で新たな交通流整流方策（V-AIS 航標の設置）が必要と思われる

ところがあれば、下図に記入してください。（複数回答可）  

  最後に、東京湾外において新たな V-AIS 航標の設置による交通整流方策の

必要性を感じている海域について回答を求めた。総トン数及び海上交通整流

方策が必要な海域別に集計したそれら結果を表 3-5-1、表 3-5-2、表 3-5-3 に

示す。最も必要性が高かった海域が東京湾口・洲崎沖で 61 隻、次に銚子沖

30 隻及び御前崎・石廊崎沖 30 隻、３番目に常陸那珂・日立沖 11 隻であった。

これら新たな海域へ V-AIS 航標を設置する必要性を感じている船舶の多くは、

総トン数 10000 トン以上の大型船であり、また、銚子沖を含む 4 海域全てに

おいて隻数及び対象船舶に占める割合とも日本籍船より外国籍船の方が多く、

外国籍船のニーズが高いことが窺える（4 海域総計 日本籍船 27 隻、29%：

外国籍船 65 隻、43％） 

表3-5-1 総トン数、海上交通整流方策が必要な海域別 全  船（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3-5-2 総トン数、海上交通整流方策が必要な海域別 日本船籍（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3-5-3  総トン数、海上交通整流方策が必要な海域別 外国船籍（単位：隻）  
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4 V-AIS 航標設置による海上交通整流方策に関するアンケート調査結果のまとめ  
 

(1) 今回のアンケート調査においては、411 隻の船長から回答が寄せられ、こ

れを全体 411 隻、日本籍船 247 隻及び外国籍船 164 隻に区分し、総トン数

のカテゴリーと各設問との関係を集計した。 
 
(2) 対象船舶の属性の一つである総トン数を 7 段階に区分した。この区分に

おいて、総トン数 10000 トン以上が最も多く、241 隻で全体の回答数の約

60％を占めたことから、調査結果に大型船の回答傾向が色濃く反映されて

いるものと考えられる。 
 
(3) V-AIS 航標設置による海上交通整流方策として、海上交通安全法に基づく

経路指定が設定され、平成 31 年 3 月 1 日に施行されているが、その認知

度について検証した結果、回答者の 96％にあたる 395 隻の船長が「知っ

ている」又は「知っているが、詳しい内容は知らない」と回答している。

それらの内訳としては「知っている」361 隻に比べ、「知っているが、詳し

い内容は知らない」が 34 隻と極端に少ないことから、V-AIS 航標設置によ

る海上交通整流方策に対する認知度は高いと言える。 
 
(4) V-AIS 航標設置による経路指定の利用状況については、全体の 72％にあた

る 296 隻から寄せられた航跡を同一図面上に転記したところ、図 3-2-1 の

とおりであり、経路指定が設定された海域で、V-AIS 航標を挟んで南航及

び北航に海上交通が整流されていることが明らかであることから、利用状

況は良好であると言える。 
 
(5) V-AIS 航標設置による安全性向上については、アンケート調査の結果から

評価は概ね良好であると言える。一方で、少数ではあるが評価に否定的な

回答もあり、その多くは日本籍船で総トン数 8000 トン未満の船長による

ものであった。評価に否定的な理由として、漁船、遊漁船の活動や AIS を

搭載していない内航船の航行形態が安全性向上を阻害していると示して

おり、他の海域で V-AIS 航標設置による海上交通整流方策を導入する際は、

これら船舶の関係団体と調整し、十分に理解を得ることが重要である。 
 
(6) 東京湾湾口における V-AIS 航標設置による海上交通整流方策の改善が必

要な問題点（自由記述方式）については、未回答が多い中（377 隻）、5 隻

と少数ながら、総トン数 10000 トン以上の船舶の船長から、V-AIS 航標設

置による整流海域の拡張を求める声が寄せられた。 
 
(7) 東京湾外において新たな V-AIS 航標設置による海上交通整流方策を実施

する海域の必要性については、全体の 32%、132 隻から回答があり、最も

必要性が高かった海域が「東京湾口・洲崎沖」61 隻で(6)のニーズを一部

反映しており、次いで「御前崎・石廊崎沖」及び「銚子沖」30 隻、3 番目

は「常陸那珂・日立沖」11 隻であった。これら新たな海域へ V-AIS 航標を

設置する必要性を感じている船舶の多くは、総トン数 10000 トン以上の大

型船であり、また、銚子沖を含む 4 海域全てにおいて隻数及び対象船舶に

占める割合とも日本籍船より外国籍船の方が多く、外国籍船のニーズが高

いことが窺える（4海域総計 日本籍船 27隻、29%：外国籍船 65隻、43％）。 
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5 東京湾等における荒天時の走錨等事故防止対策アンケート調査の集計及び分析  

(1) 東京湾における錨泊時の状況等について  

 問 1-1 東京湾で錨泊することが多い海域はどこですか？ 

東京湾において錨泊する際の海域について回答を求めたものであり、総

トン数及び東京湾で錨泊する海域別に集計した結果を表 5-1-1、表 5-1-2、

表 5-1-3 に示す。最も多く利用している海域としてあげられたのは、千葉

港（168 隻が回答）、次いで京浜港横浜・川崎区（122 隻）、３番目が中ノ

瀬（54 隻）（それぞれ複数回答可）であった。また、東京湾で錨泊しない

と回答したのは 94 隻あり、すべて総トン数 10000 トン以上の大型船であ

った。日本籍船を見ると、全体と同様、千葉港、京浜港横浜・川崎区、中

ノ瀬の順になっているが、外国籍船は、京浜港横浜・川崎区を利用する船

舶が 69 隻と最も多くなっている。（複数回答可） 

 

表5-1-1 総トン数、東京湾で錨泊する海域別           全  船（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5-1-2 総トン数、東京湾で錨泊する海域別           日本船籍（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5-1-3 総トン数、東京湾で錨泊する海域別           外国船籍（単位：隻） 
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(2) 京浜港横浜区及び川崎区で錨泊する海域  

 問 1-2  問 1-1 で京浜港横浜・川崎区とお答えした方にお伺いします。 

京浜港横浜・川崎区で錨泊することが多い錨地はどこですか？ 

京浜港横浜・川崎区に錨泊することが多いと回答した船舶の船長を対象

として、具体的にどの錨地を利用するか回答を求めたもので、総トン数及

び京浜港横浜区・川崎区における錨地別に集計した結果を表 5-2-1、表

5-2-2、表 5-2-3 に示す。 

問 1-1 で京浜港横浜・川崎区に錨泊することが多いと回答したのは全体

で 122 隻、日本籍船が 53 隻、外国籍船が 69 隻であった。これら 122 隻

のうち、総トン数 10000 トン以上の船舶は 75 隻を占めた。これらの船舶

は港長から錨地の指定を受ける船舶であり、ほとんどが KL、YL1、YL2、

YL3、YL4、YL5 の大型船用の錨地を利用しているが、中には K1 のような

一般貨物船及び一般タンカー用の錨地を利用している船舶も見受けられ

た。また、タンカー用としては N3、貨物船用としては Y1 の利用が多かっ

た。（資料 2：「京浜港（横浜区・川崎区）における危険物積載船及び一般

船舶の錨地についてのお知らせ」参照） 

 

表5-2-1  総トン数、京浜港横浜区・川崎区における錨地別     全  船（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5-2-2  総トン数、京浜港横浜区・川崎区における錨地別     日本籍船（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5-2-3  総トン数、京浜港横浜区・川崎区における錨地別     外国船籍（単位：隻） 
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(3) 錨鎖の使用状況  

① 平常時 

総トン数及び平常時の使用錨鎖の節数別に集計した結果を表 5-3-1、

表 5-3-2、表 5-3-3 に示す。「東京湾で錨泊しない」及び未回答を除いた

304 隻について見ると、総トン数 1000 トン未満の船舶は 4 節使用が最

も多く、総トン数 3000～5000 トン未満、総トン数 5000 トン～8000 ト

ン未満及び総トン数 8000 トン～10000 トン未満の船舶では 5 節使用が

最も多い。また、総トン数 10000 トン以上の船舶になると 6 節から 7 節

を使用する船舶が多く、大型の船舶になるほど錨鎖使用節数も増えてい

る。 

 

表5-3-1 総トン数、平常時の使用錨鎖の節数別         全  船（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5-3-2 総トン数、平常時の使用錨鎖の節数別         日本船籍（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5-3-3 総トン数、平常時の使用錨鎖の節数別         外国船籍（単位：隻） 
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② 荒天時 

総トン数及びと台風等による荒天時の使用錨鎖の状況別に集計した結

果を表 5-3-4、表 5-3-5、表 5-3-6 に示す。 

 全体として平常時に比べて使用錨鎖の節数が多くなっていることが明

らかである。船舶よって異なるが、平常時に比べて荒天時の錨鎖の使用

節数は３～４節程度多く使用している傾向が窺える。  

 

 

表5-3-4 総トン数、台風等による荒天時の使用錨鎖の状況別    全  船（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5-3-5 総トン数、台風等による荒天時の使用錨鎖の状況別    日本船籍（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5-3-6 総トン数、台風等による荒天時の使用錨鎖の状況別    外国船籍（単位：隻） 
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(4) 荒天時の錨泊方法 

問 1-4 台風等による荒天時、どのような錨泊法が多いですか？ 

総トン数及び台風等による荒天時の錨泊方法別に集計した結果を表

5-4-1、表 5-4-2、表 5-4-3 に示す。全体として、東京湾に錨泊すると回答

した船舶 283 隻のうち、その約 63％にあたる 178 隻が単錨泊と回答して

おり、台風等による荒天時の錨泊法については、単錨泊で錨鎖の延長によ

り対応している傾向が窺える。一方、日本籍船の総トン数 5000 未満の船

舶においては、単錨泊 51 隻とほぼ同じくらい双錨泊 45 隻の方法も取られ

ている。複数回答分を表 5-4-4 に示す。 
 

表5-4-1 総トン数、台風等荒天時の錨泊方法別  全  船（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5-4-2 総トン数、台風等荒天時の錨泊方法別  日本船籍（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5-4-3 総トン数、台風等荒天時の錨泊方法別 外国籍船（単位：隻数）  

 

 

 

 

 

 

 

 

表5-4-4 総トン数、台風等荒天時の錨泊方法別 複数回答分（単位：隻）  
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(5) 走錨の経験 

問 1-5 過去、走錨を経験したことがありますか？ 

総トン数及び走錨の経験別に集計した結果を表 5-5-1、表 5-5-2、表 5-5-3

に示す。全体として、回答者の約 60％にあたる 245 隻が走錨又は走錨に近

い状態を経験している。これを船籍別に内訳を見ると、日本籍船では 67%、

外国籍船では 49％が走錨であった。 

 総トン数別に見ると、総トン数 3000～5000 トン未満の船舶の 93％、総

トン数 500～1000 トン未満の船舶の 83％、総トン数 500 トン未満の船舶

の 81％が走錨又はそれに近い状態を経験していると回答しており割合が

大きい一方、総トン数 10000 トン以上の船舶は 43％と最もこれら経験の割

合が小さい。 

これらの結果から、全体としては、6 割程度が走錨又は走錨に近い状態

を経験しており、特に、総トン数 5000 トン未満の中型船・小型船に多い

実態が窺える。 

表5-5-1 総トン数、走錨の経験別     全  船（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5-5-2 総トン数、走錨の経験別     日本籍船（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5-5-3 総トン数、走錨の経験別     外国籍船（単位：隻）  
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(6) 走錨を解消するために講じた措置  

問 1-6 問 1-5 で「ある」又は「走錨に近い状態になったことがある」と

答えた方に伺います。走錨を解消するために講じた措置は何です

か？（複数回答可） 

総トン数及び走錨を解消するために講じた措置別に集計した結果を表

5-6-1、表 5-6-2、表 5-6-3 に示す。 

  全体としては、「機関使用」が 219 隻と最も多く、次いで「転錨」111

隻、「ちちゅう等への移行」47 隻となっている。その他の措置としては、

「双錨泊や二錨泊への移行」26 隻や「振れ止め錨の使用」11 隻の回答が

多かった。 

 

表5-6-1 総トン数、走錨を解消するために講じた措置別      全  船（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5-6-2 総トン数、走錨を解消するために講じた措置別      日本籍船（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5-6-3 総トン数、走錨を解消するために講じた措置別      外国籍船（単位：隻） 
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6東京湾における走錨事故防止する主な海域について  

(1) 走錨事故防止対策の主な海域  

問 2-1 東京湾に走錨事故を防止するため主な海域が設定されていることはご

存じですか？（複数回答可） 

本問いは、東京湾に走錨事故を防止する主な海域が設定されていること

への認知度を検証するものであり、総トン数及びそれぞれの海域の事故防

止対策用海域設定の認知度別に集計した結果を表 6-1-1、表 6-1-2、表 6-1-3、

表 6-1-4 に示す。 

  表 6-1-1 及び表 6-1-2 を見ると、全対象船舶 411 隻のうち、錨泊制限海

域（港則法第 39 条第 3 項、第 4 項）が 266 隻で認知度 65％、走錨対策強

化海域（港則法第 39 条第 3 項、第 4 項）が 230 隻で認知度 56％、錨泊注

意海域（行政指導）が 223 隻で認知度 54％となっており、3 海域の中で、

1つ以上の海域を知っていると回答したのは 299隻で 73％であった。一方、

いずれの海域も知らないと回答したのは 83 隻で 20％であった。 

  3 海域について、日本籍船と外国籍船の認知度を比べると、いずれの海

域も日本籍船が外国籍船を大きく上回っている。 

表6-1-1 総トン数、事故防止対策用海域設定の認知度別    全  船（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

  
            

表6-1-2 総トン数、事故防止対策用海域設定の認知度別（回答詳細）全  船（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 
  

表6-1-3 総トン数、事故防止対策用海域設定の認知度別（回答詳細）  日本籍船（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

認知度      約 75％         約 62％          約 65％      約 15％          約 79％  約 6％  
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表6-1-4 総トン数、事故防止対策用海域設定の認知度別（回答詳細）  外国籍船（単位：隻）                                          

 

 

 

 

 

 

 

(2) 走錨事故を防止する主な海域における走錨事故防止対策の認知度  

問 2-2 問 2-1 で何れかの海域を知っていると答えた方に伺います。海域内でど

のような走錨事故防止対策が講じられているかご存じですか？（複数回

答可） 

本問は、錨泊制限海域等走錨事故防止対策海域において、具体的に講じ

られている対策の内容についての認知度を検証するものである。総トン数

及びそれぞれの海域で講じられている走錨事故防止対策への認知度別に

集計した結果を表 6-2-1、表 6-2-2、表 6-2-3、表 6-2-4 に示す。 

  問 2-1 において、錨泊制限海域を知っていると回答した 266 隻のうち、

同海域で講じられている走錨事故防止対策について知っていると回答し

た船舶は 250 隻であり、認知度は 94％であった。また、走錨対策強化海

域については 211 隻 92％、錨泊注意海域については 208 隻 93％であった。 

この結果から、錨泊制限海域、走錨対策強化海域及び錨泊注意海域を知

る船長は、同海域で講じられている走錨事故防止対策の内容についても

90％以上の高い割合で認知している。 

 

表6-2-1 総トン数、事故防止対策用海域の対策の認知度別     全  船（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表6-2-2 総トン数、事故防止対策用海域の対策の認知度別（回答詳細） 全船（単位：隻） 
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表6-2-3 総トン数、事故防止対策用海域の対策の認知度別（回答詳細） 日本船籍（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

表6-2-4 総トン数、事故防止対策用海域の対策の認知度別（回答詳細） 外国船籍（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 勧告・注意喚起の入手先及び手段  

 問 2-3 問 2-2 で何れかの海域での走錨事故防止対策を知っていると答えた

方に伺います。知っていると答えた海域内における勧告・注意喚起を

どのように入手していますか？（複数回答可） 

本問は、錨泊制限海域、走錨対策強化海域及び錨泊注意海域において、

それぞれの海域で講じられている走錨事故防止対策を知っていると回答

した船長を対象として、その海域内で発出される勧告・注意喚起を誰から

どのような手段で入手しているかについて検証するものである。 

  総トン数及び入手先・入手手段別に集計した結果を表 6-3-1 表 6-3-2、

表 6-3-3 に示す。 

  入手先については、全体としては、回答の多い方から、運航者 233 隻、

船主 207 隻、代理店 205 隻、インターネット 85 隻の順序となっている。

船籍別に見ると、日本籍船は全体と同様の順序であるが、外国籍船につい

ては、代理店からの入手が最も多く、次いで運航者、船主、インターネッ

トの順序になっている。 

  入手の手段については、全体としては、メールが 248 隻と最も多く、次

いで海の安全情報 176 隻、FAX120 隻、電話 119 隻の順序となっている。 

 船籍別に見ると、日本籍船では、メール、FAX、海の安全情報、電話の

順序になっており、また、外国籍船にあっては、メール、海の安全情報、

電話、FAX の順で、外国籍船での海の安全情報の必要性が高いことが窺え

る。 
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表6-3-1 総トン数、入手先別 全船（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総トン数、入手手段別  全 船（単位：隻） 

 

表6-3-2 総トン数、入手先別 日本船籍（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総トン数、入手手段別 日本船籍（単位：隻）  

 

表6-3-3 総トン数、入手先別 外国船籍（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総トン数、入手手段別   外国船籍（単位：隻） 
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(4) 走錨事故防止対策による安全性向上に対する評価  

 問 2-4 問 2-2 で何れかの海域での走錨事故防止対策を知っていると答えた

方に伺います。走錨事故防止対策を講じたことで安全性が向上しまし

たか？ 

本問は、東京湾において設定された錨泊制限海域、走錨対策強化海域及

び錨泊注意海域における走錨事故防止対策を知っていると回答した船長

に対し、その対策による安全性の向上に対する評価について検証するもの

である。 

  総トン数及び安全性向上に対する評価別に集計した結果を 6-4-1、表

6-4-2、表 6-4-3 に示す。表 6-4-1 を見ると全対象船舶 411 隻のうち未回答

が 121 隻あり、290 隻が安全性の向上について回答している。290 隻のう

ち、「向上している」又は「やや向上している」が 275 隻で 95％を占め、

「変わらない」「向上していない」が 15 隻 5％であった。 

 このことから、錨泊制限海域等 3 海域における走錨事故防止対策を知っ

ている船長は、走錨事故防止対策により安全性が向上したことについても

評価している。 

 

  一方、問 2-5 で、「変わらない」又は「向上していない」と回答した船

長に対し、その理由について尋ねたところ、表 6-4-4 に示す 17 の意見等

が寄せられた。安全性の向上について否定的に評価している理由として、

錨泊制限海域等 3 海域が設定されたことにより錨泊できる海域が狭まり混

雑するなど錨地の減少を挙げる意見が顕著であった。 

 

  さらに、安全性を向上させるための方策を尋ねたところ、表 6-4-5 に示

す 28 の意見が寄せられた。この中には、荒天時における入湾制限、錨泊

禁止など制限を求める意見がある一方で、荒天時に錨泊できる海域の拡大

を求める意見も散見された。この他、荒天時における運用上の基本的な常

務の徹底を挙げる意見も寄せられた。  

 

表6-4-1 総トン数、安全性向上に対する評価別  全  船（単位：隻数）   
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表6-4-2 総トン数、安全性向上に対する評価別    日本船籍（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表6-4-3 総トン数、安全性向上に対する評価別   外国船籍（単位：隻）  
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 問 2-5 ➀ 問 2-4で「変わらない」又は「向上していない」に回答した方に伺います。「変

わらない」又は「向上していない」理由についてお聞かせください。 

表6-4-4 「変わらない」又は「向上していない」理由（自由意見）                     （単位：隻）  
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 問 2-5 ➁ 問 2-4 で「変わらない」又は「向上していない」に回答した方に伺います。どのようにす

れば安全性が向上するか、意見があればお聞かせください。 

表6-4-5 安全性の向上方策                                             （単位：隻）  
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7 特に勢力の強い台風接近時における湾外避難の対応等  

(1) 港長による早期避難勧告発出の認知度  

 

問 3-1 特に勢力の強い台風が東京湾に接近し強風が予想される場合、東京

湾外への避難が可能な時期に、港長から早期避難勧告が発出される

ことはご存知でしたか？ 

本問は、特に勢力の強い台風接近時の港長による湾外への早期避難勧告

の発出についての認知度を検証するものである。 

 総トン数及び港長による湾外への早期避難勧告発出の認知度別に集計

した結果を表 7-1-1、表 7-1-2、表 7-1-3 に示す。 

  全対象船舶 411 隻のうち、未回答が 12 隻であり、回答のあった 339 隻

について、「知っている」が 272 隻 68％、「知っているが、詳しい内容は

知らない」が 100 隻 25％、「知らない」が 27 隻 7％あった。 

 また、「知っている」及び「知っているが詳しい内容は知らない」の合

計は 372 隻で 93％だった。 

  この結果から、特に勢力の強い台風接近時に港長から早期避難勧告が発

出されることについては概ね認知されていると言えるが、その内容の理解

については、100 隻 25％が「知っているが詳しい内容について知らない」

と回答しており、「知らない」と回答した数を合わせると 32％にのぼるこ

とから、周知活動に行うに当たっては、3 分の 1 程度は「内容まで理解し

ていない」ことを念頭に置いて実施する必要があると考える。 

 

表7-1-1 総トン数、早期避難勧告の認知度別  全  船（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表7-1-2 総トン数、早期避難勧告の認知度別 日本船籍（単位：隻）  
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表7-1-3 総トン数、早期避難勧告の認知度別   外国船籍（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 港長による避難勧告の入手先及び入手手段  

 問 3-2 港長からの避難勧告（早期避難勧告を含む。）はどのように入手してい

ますか？（複数回答可）  

本問は、港長からの避難勧告（早期避難勧告を含む。）の入手先及び入

手手段について検証するものである。 

 総トン数及び避難勧告入手先別について集計した結果を表 7-2-1、表

7-2-2、表 7-2-3 に示す。 

 全体として、最も多いのが代理店で 330 隻 80％、次に運航者で 257 隻

63％、以下順に船主 172 隻 42％、インターネット 82 隻 20％、その他 50

隻 12％となっている。日本籍船について見ると、代理店 180 隻で最も多

く、次に運航者 154 隻、船主 106 隻、インターネット 65 隻、その他 25

隻の順となっており、全体の順序と同様である。一方、外国籍船について

も、入手先の順序は全体及び日本籍船とほぼ同様で、代理店 150 隻、運航

者 103 隻、船主 65 隻、その他 25 隻、インターネット 17 隻となっている。 

 また、入手先の順序は、総トン数別に見てもほぼ同様である。 

 この結果から、避難勧告（早期避難勧告を含む。）の入手先に関して、

代理店、運航者及び船主が重要な役割を果たしていると言える。 

表7-2-1 総トン数、避難勧告の入手先別                全  船（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表7-2-2 総トン数、避難勧告の入手先別             日本船籍（単位：隻） 
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表7-2-3 総トン数、避難勧告の入手先別             外国籍船（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

総トン数及び避難勧告の入手手段別に集計した結果を表 7-2-4、表 7-2-5

表 7-2-6 に示す。 

 全体としては、メールが 301 隻 73％、次に電話で 268 隻 65％、以下海

の安全情報 175 隻 42％、FAX 121 隻 29％の順序となっている。日本籍船

についてはメール 157 隻、電話 156 隻、FAX 109 隻、海の安全運動 88 隻

の順序であり、外国籍船についてはメール 144 隻、電話 112 隻、海の安全

情報 87 隻、FAX 12 隻の順になっている。 

 日本籍船と外国籍船の手段として、FAX と海の安全情報の利用が逆転し

ており、外国籍船にとって海の安全情報は情報入手の重要なツールの一つ

となっていると言える。 

 

表7-2-4 総トン数、避難勧告の入手手段別           全  船（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表7-2-5 総トン数、避難勧告の入手手段別           日本船籍（単位：隻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表7-2-6 総トン数、避難勧告の入手手段別           外国船籍（単位：隻） 
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(3) 特に勢力の強い台風が東京湾に接近する場合の避難先  

 問 3-3 東京湾滞在中、特に勢力の強い台風が東京湾に接近する場合、どこに

避難しますか？ 

総トン数及び特に勢力の強い台風が東京湾に接近する場合の避難先別

に集計した結果を表 7-3-1、表 7-3-2、表 7-3-3 に示す。 

  今回のアンケート調査では全体で 411 隻を対象としたが、そもそも大型

船の占める割合が高い（10000 トン以上が 241 隻）ためか、257 隻 63％

が湾外避難を選択している。特に、外国籍船においては 164 隻中 152 隻

92％とその割合が顕著である。また、日本籍船と外国籍船の総トン数 3000

トン以上、8000 トン未満の船舶に着目すると、日本籍船において湾外避

難よりは湾内避難（港内又は港外）を選択する傾向が窺えるほか、総じて

中・小型船が占める割合が大きい日本籍船にあっては、全体として湾内避

難を選択する傾向がある。。 

表7-3-1 総トン数、特に勢力が強い台風接近時の避難先別 全 船（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表7-3-2 総トン数、特に勢力が強い台風接近時の避難先別 日本船籍（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表7-3-3 総トン数、特に勢力が強い台風接近時の避難先別 外国船籍（単位：隻）  
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また、問 3-3 の関連で、特に勢力の強い台風が接近する場合の具体的な

避難先海域について尋ねているが、それらと総トン数別に集計した結果を

表 7-3-4、表 7-3-5、表 7-3-6 に示す。 

  避難先として比較的多かった海域は、総トン数 10000 トン以上の船舶お

いては相模湾であり、日本籍船においては、浦安沖、千葉港外、千葉港で

あった。 

 

表7-3-4 総トン数、特に勢力の強い台風接近時の具体的避難先別     （単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表7-3-5 総トン数、特に勢力の強い台風接近時の具体的避難先別 日本船籍（単位：隻）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表7-3-6 総トン数、特に勢力の強い台風接近時の具体的避難先別 外国船籍（単位：隻）  
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(4) 東京湾外に避難しない理由及び避難先で講じようと考えている対策  

 問 3-4 ① 問 3-3 で「港内錨地」、「港外」又は「係留」と答えた方に伺いま

す。東京湾外に避難しない理由をお聞かせください。 

本問は、問 3-3 で「港内錨地」、「港外」又は「係留」と答えた船長を対

象として、東京湾外に避難しない理由を自由記述形式で尋ねたもので、回

答結果を表 7-4-1 に示す。 

 「（湾外の）近くに避難場所がない」との回答が 40 隻あり、そのうち総

トン数 5000 トン未満の船長からの回答が 31 隻と多かった。また、「船の

大きさから東京湾を出ると危険」との回答が 44 隻あり、そのうち総トン

数 5000 トン未満の船長からの回答が 35 隻と多かった。 

 

 問 3-4 ➁ 避難先で講じようと考えている対策があればお聞かせください。 

本問は、問 3-3 で「港内錨地」、「港外」又は「係留」と答えた船長を対

象として、避難先で講じようと考えている対策について自由記述形式で尋

ねたもので、回答結果を表 7-4-2 に示す。 

 「機関を常にスタンバイにする」（14 隻）、「守錨当直の強化」（8 隻）、

「他船との船間距離を取る」（5 隻）など荒天時の錨泊の保船のための基本

的事項を実施する旨の回答が多かった。また、東京湾外への避難を講じる

という回答も散見された。 

 

(5) 港長からの早期避難勧告に対する改善点について  

問 3-5 港長からの早期避難勧告に関して、何か改善が必要な問題等があ

れば記載してください。 

本問は、港長からの早期避難勧告に対する改善点について自由記述形式

で尋ねたもので、回答結果を表 7-5-1 に示す。 

 全対象船舶 411 隻のうち、未回答が 355 隻あり、回答を記載したのは

56 隻と少なかった。この 56 隻の中で、総トン数 10000 トン以上船舶の船

長からの意見が 42 隻あった。これら大型船の船長は早期避難勧告の発出

について、安全サイドに立った見方をしており、できるだけ早い時期に避

難勧告の発出を求める意見が多く見受けられた。 
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① 東京湾外へ避難しない理由  

 問 3-4 ① 問 3-3 で「港内錨地」、「港外」又は「係留」と答えた方に伺います。東京湾外に避難しない理由をお聞かせ下さい。 

表7-4-1 東京湾外へ避難しない理由                                         （単位：隻）  
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➁ 避難先で講じる対策 

 問 3-4 ➁ 避難先で講じようと考えている対策があればお聞かせください。 

表7-4-2 避難先で講じる対策                                            （単位：隻）  
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 問 3-5 早期避難勧告に関して、改善が必要な問題等 

問 3-5 港長からの早期避難勧告に関して、何か改善が必要な問題等があれば記載してください。 

表7-4-3 早期避難勧告に関する改善及び問題等の意見                          （単位：隻）  

表7-5-1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4
3

 



 

44 

 

8 東京湾等における荒天時の走錨等事故防止対策に関するアンケート調査結果

のまとめ 

 

(1) 本調査においても、海上交通整流方策に関するアンケート調査と同様の対

象船舶、属性の区分、調査及び取り纏め方法である。 

 

(2) 全対象船舶数 411 隻を、全体（411 隻）、日本籍船（247 隻）又は外国籍船

（164 隻）の３区分に、総トン数についても 7 段階に区分し、船籍又は総ト

ン数のカテゴリーと各設問との関係を集計している。留意すべき点は、総ト

ン数 10000 トン以上が約 60％を占め、調査結果に大型船の回答傾向が色濃

く反映されていると考えられることである。 

 

(3) 東京湾における平常時及び台風等荒天時の錨泊の実態 

 ➀ 東京湾で平常時に錨泊することが多い海域は、全体では千葉港、京浜港横

浜・川崎区、中ノ瀬で、日本船籍は千葉港、外国船籍は京浜港横浜・川崎

区である。 

 ➁ 錨鎖の使用節数は、平常時には、総トン数 1000 トン未満では 4 節程度、

総トン数 1000～10000 トン未満では 5 節程度、総トン数 10000 トン以上に

なると 6～7 節程度であり、台風等の荒天時には、平常時に比べ 3～4 節長

めに使用しているのが実態である。また、台風等の荒天時には、単錨泊を

選択し、錨鎖の使用節数を増やして対応している船長が多い実態も窺える。 

 ③ 回答者全体の 60％が走錨又は走錨に近い状態を経験している。総トン数

別では、3000～5000 トン未満が 93％、500～1000 トン未満が 83％、500

トン未満が 81％と中型船・小型船で高い割合を示している。また、走錨又

は走錨に近い状態を解消するため、「機関使用」や「転錨」の措置を講じる

船長が多かった。 

 

(4) 東京湾における走錨事故防止対策海域の認知度は、錨泊制限海域 65％、走

錨対策強化海域 56％、錨泊注意海域 54％であり、これら 3 海域のうち何れ

か一つ以上の海域を知っていると回答したのは 73％だった。この結果から、

これら 3 海域に対する認知度は高くはないものの、錨泊制限海域を知ってい

ると回答した船長の 94％、走錨対策強化海域を知っていると回答した船長

92％、錨泊注意海域を知っていると回答した船長の 93％が、それぞれの海域

で講じられている走錨事故防止対策の内容についても知っていると答えてい

ることから、認知度が高くなればそこで講じられている諸対策の内容につい

ても理解され、対策の実効性が向上するものと期待できる。 

 

(5) 走錨事故防止対策による安全性の向上に対する評価については、「向上して

いる」又は「やや向上している」が 95％、「変わらない」又は「向上してい

ない」が 5％で、安全性の向上に対する評価は良好と言える。評価に否定的

な意見の中には、錨泊制限海域等 3 海域が設定されたことにより錨泊できる

海域が狭まり混雑をまねくなど錨地の減少を挙げる意見が顕著であった。 

 

(6) 港長による早期避難勧告発出の認知度については、おおむね良好と言えるが、
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その内容まで十分理解されているか否かについては、「知っているが、詳しい

内容については知らない」又は「知らない」と回答した船長が 3 分の 1 程度

いたことから、周知活動に当たっては、「3 割の船長は内容まで理解していな

い」ことを念頭に置くとともに、避難勧告等の入手先の調査で、代理店、運

航者、船主が多かったことから、これら関係団体と緊密に連携を図り、実施

していくことが必要と考える。 

 

(7) 港長から発出される早期避難勧告に関する改善点については、全対象船舶

411 隻のうち、未回答が 356 隻と多く、回答者の数は 56 隻と少なかった。こ

の中で、総トン数 10000 トン以上の 42 隻の船長から意見が寄せられた。こ

れら大型船の船長は、早期避難勧告の発出について、安全サイドに立った見

方をしており、できるだけ早い時期に避難勧告の発出を求める意見が多く見

受けられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


